


（３）特定ラジオマイク間の運用環境の確保
特定ラジオマイクについては、同一場所で運用するためには、事前に利用予定（利用場所、マイ

ク本数、チャンネル数等）を運用者が連絡し、チャンネルや利用時間帯等の調整を行うことが必要
である。なお、現在はこのような運用調整を特定ラジオマイク利用者連盟が行っている。

Ⅰ . ４．運用調整の確立のための具体的な方策

（１）地デジの保護と利用可能性の予見性の付与

② 受信障害発生時等の連絡体制の確立

特定ラジオマイク及びエリア放送は、地デジとの混信を防止しつつ運用することになるが、万
が一受信障害等が発生した場合に、迅速な原因究明や対応のために、特定ラジオマイクの運用
者及びエリア放送運用者に放送事業者から連絡する必要がある可能性がある。そのため、各地の
特定ラジオマイク及びエリア放送運用者の利用状況を把握し、運用責任者に連絡できる体制の構
築が求められる。

（２）エリア放送と特定ラジオマイク間相互の運用環境の確保

前記３．（２）の目的を達成するには、エリア放送はあらかじめラジオマイクとの間で運用調整や障
害発生時の対応ができることを確保していく必要がある。このため、エリア放送の免許の申請に際
して、希望する場所やチャンネルでの運用について、特定ラジオマイク免許人と混信防止のための
運用調整を行うことについての書類の添付を求め、総務省において確認することが適当である。

（３）特定ラジオマイク間の運用調整の確保

現行の特定ラジオマイクの連絡調整体制と同様に、特定ラジオマイクの運用状況を管理する組
織があらかじめ利用計画の提出を特定ラジオマイク運用者から受け、混信の可能性がある場合に、
運用当事者に連絡を行うことが適当である。
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Ⅰ . ６．運用調整等の実施主体

（２）エリア放送と特定ラジオマイク間の運用調整の主体

（略）

エリア放送と特定ラジオマイクとの間の運用調整においても、具体的な調整は最終的には当事
者間で行われることとなることが想定される。この点を踏まえると、今後、エリア放送と特定ラジオ
マイク間の運用調整の主体については、例えば、

(ア) 現行の特定ラジオマイク間での運用調整の仕組みを活用する方法（エリア放送は、新たな
団体を設立せず、特定ラジオマイク運用管理団体に利用状況を連絡する）

(イ) エリア放送と特定ラジオマイクそれぞれで、窓口機能をシステムごとに設ける方法

(ウ) 特定ラジオマイク運用管理団体とエリア放送関係者で新たに単一の組織を形成して、当該
組織内で運用調整を行う方法

が考えられる。

運用調整機能を平成25年度から迅速に導入する観点から、実現可能な方法について議論を進め
ていく必要がある。

（３）特定ラジオマイク間の運用調整の主体

現行の運用調整の方法を参照しつつ、平成25年度から運用可能となるよう議論を進める必要が
ある。
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